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令和元年分の所得税等※、消費税及び贈与税の確定申告状況等について 
 
 

Ⅰ 確定申告の状況 

 １ 所得税等の申告状況 
   ※ 所得税等とは、所得税及び復興特別所得税をいう。 

  ⑴ 確定申告書の提出状況 

    ＝提出人員は６０６,６４４人で、平成２３年分以降ほぼ横ばい＝ 

    ＝還付申告の提出人員は、３４５,４８８人で平成元年以降で最多＝ 

    ＝申告納税額がある方の所得金額（８,９９８億円）及び申告納税額（５２５億円）はいずれも 

     前年分から減少＝ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
     （注） 平成30年分以前は翌年３月末日まで、令和元年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。 
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    令和元年分所得税等の確定申告書の提出人員は６０６，６４４人（対

前年比＋０．０％）で、平成２３年分以降ほぼ横ばいで推移しています。 

    このうち、申告納税額がある方（納税人員）は、１７５，３１１人で、

その所得金額は８，９９７億８５百万円、申告納税額は５２４億９３百

万円となっており、平成３０年分と比較すると、納税人員（▲０．９％）、

所得金額（▲１．２％）及び申告納税額（▲２．２％）はいずれも減少

しています。 

    なお、過去１０年間でみると、納税人員【６番目】、所得金額【４番

目】、申告納税額【５番目】となっています。 

 

  ○ 所得者区分別の状況 

   イ 事業所得者 

     納税人員は５２，６３６人で、その所得金額は１，８５０億２２百

万円、申告納税額は１２９億６７百万円となっています。 

     これを平成３０年分と比較すると、納税人員（▲０．６％）、所得

金額（▲０．１％）及び申告納税額（＋０．０％）はいずれもほぼ横

ばいで推移しています。 

     なお、過去１０年間でみると、納税人員【５番目】、所得金額【５

番目】、申告納税額【３番目】となっています。 

 

   ロ 事業所得者以外 

     納税人員は１２２，６７５人で、その所得金額は７，１４７億６３

百万円、申告納税額は３９５億２６百万円となっています。 

     これを平成３０年分と比較すると、納税人員（▲１．０％）、所得

金額（▲１．４％)及び申告納税額（▲２．９％）はいずれも減少し

ています。 

     なお、過去１０年間でみると、納税人員【５番目】、所得金額【３

番目】、申告納税額【４番目】となっています。 
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  ⑵ 譲渡所得の申告状況 

   イ 土地等の譲渡所得 

     ＝申告人員及び有所得人員はいずれも前年分から増加、所得金額は前年分から減少＝ 

 

（注）平成 30年分以前は翌年３月末日まで、令和元年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。 

  

    確定申告書を提出した人員のうち、土地等の譲渡所得（総合譲

渡を含む。）の申告人員は１２,６２９人です。そのうち、所得金

額がある方（有所得人員）は８,４８２人で、その所得金額は

６８０億７３百万円となっています。 

     これを平成３０年分と比較すると、申告人員（＋６.１％）、有

所得人員（＋１.８％）はいずれも増加、所得金額（▲２.６％）

は減少しています。 
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   ロ 株式等の譲渡所得 

      ＝申告人員、有所得人員及び所得金額はいずれも前年分から減少＝ 

（注）平成 30年分以前は翌年３月末日まで、令和元年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。 

  

    確定申告書を提出した人員のうち、株式等の譲渡所得の申告人

員は２５，３２９人です。そのうち、有所得人員は８，３２０人

で、その所得金額は３７６億２８百万円となっています。 

     これを平成３０年分と比較すると、申告人員（▲１.７％）、有

所得人員（▲９.８％）及び所得金額（▲４.１％）はいずれも減

少しています。 
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 ２ 個人事業者の消費税の申告状況 

   ＝納税申告額は、平成２７年分以降ほぼ横ばい＝ 

    （注）平成 24 年分及び平成 30 年分は翌年４月１日まで、平成 23 年分及び平成 29 年分は翌年４月２日まで、令和元年分は４

月末日まで、その他の年分については翌年３月末日までに提出された申告書の計数である。 

 

   個人事業者の消費税の申告件数は３４，８０７件であり、納税申告額

は１５７億５５百万円となっています。 

   これを平成３０年分と比較すると、申告件数（▲２．１％）は減少、納

税申告額（＋０.５％）はほぼ横ばいとなっています。 

   なお、過去１０年間でみると、納税申告件数【１０番目】、還付申告件

数【１番目】、納税申告額【１番目】となっています。 
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 ３ 贈与税の申告状況 

   ＝申告人員は横ばい、納税人員及び申告納税額はいずれも前年分から減少＝ 

   （注）平成30年分以前は翌年３月末日まで、令和元年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。 

 
 
   贈与税の申告書を提出した人員は、１２,５６７人です。そのうち、申

告納税額がある方（納税人員）は８,４４３人であり、その申告納税額は

３８億２３百万円となっています。 

   これを平成３０年分と比較すると、申告人員（▲０.６％）は横ばい、

納税人員（▲２.５％）及び申告納税額（▲３９.４％）はいずれも減少し

ています。 
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Ⅱ 各種施策の実施状況 

 １ 自宅等でのe-Tax利用状況（所得税） 

   ＝自宅等でのe-Tax利用による所得税等の申告書の提出人員は１６６，４７５人で前年より増加 

（過去最高）＝ 

   ＝ＩＣＴを利用した所得税等の申告書の提出人員は４５９，８１９人で前年より増加（過去最高）＝ 

   （注）平成30年分以前は翌年３月末日まで、令和元年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。 

 

   自宅等での e-Tax 利用による所得税等の申告書の提出人員は１６６，

４７５人で、平成３０年分から１４，２６２人（＋９．４％）増加しまし

た。 

   なお、ＩＣＴを利用した所得税等の申告書の提出人員は４５９，８１９

人で、平成３０年分から２６，１８０人（＋６．０％）と８年連続して増

加しています。 
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   ２ 自宅等での e-Tax 利用状況（贈与税） 

   ＝自宅等でのe-Tax利用による贈与税の申告書の提出人員は５，２０７人で前年より増加＝ 

   ＝ＩＣＴを利用した贈与税の申告書の提出人員は１０，４６８人で前年より増加＝ 

 

   （注）平成30年分以前は翌年３月末日まで、令和元年分は翌年４月末日までに提出された申告書の計数である。 

 

   自宅等での e-Tax 利用による贈与税の申告書の提出人員は５，２０７

人で、平成３０年分から２２０人（＋４.４％）増加しました。 

   なお、ＩＣＴを利用した贈与税の申告書の提出人員は１０，４６８人

で、平成３０年分から４５９人（＋４．６％）増加しました。 
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